
追加費用対象期間（恩給期間等）をお持ちの皆様へ　　失業手当を受給される皆様へ

６５歳未満の方が雇用保険を受給すると
年金の一部が停止されます
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６５歳未満で退職共済年金を受給されている方が、再就職先を退職後にハローワーク
（公共職業安定所）で求職の申込みを行い、雇用保険法による基本手当（失業等給付）を
受給されますと、その間、年金の一部が停止されます。

◆平成24年の法律改正により、年金額の計算の基礎となる組合員期間に昭和37年以前＊の公務員
期間（追加費用対象期間）のある共済年金の年金額については、制度切替前後の本人負担の差を
考慮して、世代間の公平性を図るため、平成25年10月の定期支給期分から、追加費用対象期間の
長さに応じて、最大マイナス10％改定することとなりました。

　＊国家公務員共済制度は昭和34年以前、沖縄の年金制度は昭和41年以前になります。
◆改定の対象となるのは、年金額230万円を超える部分に限られます。
注）・年金額230万円には、基礎年金が支給されているときは、基礎年金の額を含めます。
　・地方公務員等共済制度及び国家公務員共済制度から２以上の年金が支給されているときは、
　 それらの合計額とします。

◆年金額が改定される方については、平成25年10月中旬に年金改定証書等によりお知らせいたします。

年金の停止額が基本手当（失業等給付）の受給額を超えてしまうことがありますので、ハロー
ワークに求職の申込みをする前に、基本手当の額を試算し、退職共済年金の額と比較のうえ、
有利な方を選択するようにしてください。

■停止期間と届出時期 ■停止される額
求職の申込日 受給期間満了

基本手当を受給するため
に求職の申込みをしたと
きはお届けください。

受給期間満了前に基本手当の
受給が終了したときは、停止が
解除されますので、終了したこ
とをお届けください。

求職の申込日の属する月の翌月から、
受給期間満了の日の属する月まで支給停止

定 額 部 分

厚生年金相当部分

職域年金相当部分

加 給 年 金 額

！停止

！停止

！停止
※届出用紙は、当組合のホームページから
　ダウンロードできます。

追加費用対象期間（恩給期間等）のある
年金額の改定について

追加費用対象期間
のある方

追加費用対象期間
のない方

都道府県の負担
（追加費用） 保険料等の負担

保険料等の負担

昭和37年過去 現在

追加費用対象期間 共済期間

共済
年金

共済
年金
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